
 

「やまがた改革」の方向性

◎　県民の主体性発揮

○　情報受発信・公開の推進
　　・県民との情報共有による県民との協働の促進
　　・県民の意見の県政への反映
　　・受益と負担の納得性（アカウンタビリティ）

○　県民、民間等との協働、市町村への権限移譲
　　・多様な公益サービスの担い手へのアウトソーシング
　　・市町村・民間等との役割分担の見直し
　　・公社等の見直し

○　財政の健全化
　　・聖域のない事務事業の見直し
　　・人件費等の縮減

○　機動的・効率的な行政システムへの転換
　　・新しい事業推進・管理システム
　　・行政課題に柔軟に対応する組織
　　・市町村合併等に対応する出先機関の見直し

○
県
庁
の
意
識
改
革

◎　効率のよい小さな行政の実現

　○　重点分野への行財政資源の集中

　○　持続可能な財政運営

　○　県民参画・協働

や ま が た 改 革
（平成１７～２１年度）

　　簡素効率化　／　官から民へ　／　スピード
　　　　　　　　柔軟性　／　地球的視点　／　自立

     環境変化
         ○本格的な人口減少社会
         ○県民ニーズの多様化
         ○グローバル化の進展
         ○地方分権（「三位一体」改革）

◎　県政システムの再構築

未来に広がる

“やまがた”

「地域力」の向上
  世界に誇れる癒しの「ふるさと」づくり（やまがたの良さ）
　　  　・自然環境　　　　　　　・地域文化
　　  　・地域コミュニティ　　　・家族の絆（三世代同居等）

「基盤力」の強化
　次世代につなげる「社会システム」づくり（ストック）
　　 　・人　  　　→  教育の充実・人材育成
　　 　・生活 　　→  医療・安全安心
　　 　・インフラ →  交通・情報

  「経済力」の拡大
    自立に向けた強い「やまがた」づくり（フロー）
　　      ・比較優位性のある産業の育成

子ども夢未来指向

平成１７年９月１４日
やまがた改革推進本部

～「百年後にも誇りに思える元気なふるさと“やまがた”」づくり～
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「『県庁』改革」～県民に「痛み」を求めるに先立っての自己改革～ 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 人件費の縮減 

① 知事部局職員給総額の段階的縮減（５年間で２割程度） ← 職員数、給与水準、制度運用等（民間の動向等も考慮） 

② 教育委員会、警察本部、病院事業局等についても、知事部局に準じた縮減（教育・治安等の質は維持） 
 

【参考1】予算に占める人件費の状況                               【参考２】行政職給料表適用者の級別構成比比較（山形県対全国平均／H16.4.1現在） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

要因）年功序列的な昇任・昇格運用や職員の年齢構成 

65.2% 34.8%

53.2% 46.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全国平均

山形県

６級（主査級）以下

７級（課長補佐級）以上

上位級の構成比が高い＝給与水準に影響

(1) 県職員の意識改革 ～県民から愛され、信頼される県庁へ～ 

≪意識改革の視点（３つのＦ）≫ 

① Ｆlat（フラット）    ⇒ 縦割り打破、過剰な段階性の改善、

スピードある意思決定 

② Ｆrank（フランク）    ⇒ 自発的かつ自由闊達な議論と 

円滑なコミュニケーション 

③ Ｆlexible（フレキシブル） ⇒ 前例踏襲や固定観念にとらわれ 

ない、柔軟な思考と新しい発想 

(2) 組織改革の視点 ～機動的・効率的な行政システムへの転換～ 

① 産業構造の変化と経済の広域化への対応 

② 快適な環境を望む県民意識の高まりへの対応 

③ 安全・安心な県土づくりと効率的な県土基盤の整備 

④ 教育県やまがたの創造 

⑤ 市町村合併の進展と地域社会の自立分権化への対応 

⑥ 社会経済情勢の変化を踏まえた公社等の見直し 

ア　平成１６年度一般会計当初予算（総額６，２５１億円）

共済費

退職手当等

7.33％

警察本部
職員給
2.98％

┓
その他

0.09%

イ　平成１６年度病院事業会計当初予算（収益的支出）（総額４３９億円）

職員給

44.38％

共済費
退職手当等

12.46％

人件費　56.84％

教育委員会職員給

13.55％

職員給

21.77％

知事部局職員給

5.15％

人件費　29.10％

総額１，３６１億円

総額１９５億円



重点分野への行財政資源の集中 

 

 

○男女共同参画社会といった、県民の力が十分に発揮さ

れ、誰もが活躍できる地域社会の土台をつくっていきま

す。 

⇒未来を拓く多様多彩な力が発揮される地域社会 

○地域の知識、知恵、技術を活かし、産学官等の連携

により、厳しい競争下でも発展し、全国・世界に発信

し続ける産業経済の土台を築き、安定した働く場をつ

くっていきます。 

⇒地域の資源を活かして発展し、全国・世界に発

信し続ける産業経済 

○本県の優れた自然環境と自然と親和する特色ある地

域文化を活かし、全国・世界のモデルとなる、環境共生

型社会の基礎をつくっていきます。 

⇒環境の時代を先駆ける環境と共生する地域社会 

 

○生活の不安や危機への対応が万全なものとなり、暮ら

しの安全・安心が確保された地域社会をつくっていきま

す。 

⇒新たな不安や危機に強い安全・安心な地域社会 

○県民、ＮＰＯ、企業など地域の様々なメンバーが参

加・連携する、自立性の高い、分権型の地域社会をつく

っていきます。 

⇒多様な主体の参加・連携を基本とする自立・分権

型の地域社会 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

                          

 

 

 

           

                            

 

                               

       

 

 

 

 

 

                      

                      

 

 

                      

                                       

               

                         

平成 18 年度～20 年度 重点分野

■一人ひとりの個性と世界に通じる能力を伸ばす質の高い教育の展開 

■男女ともに多様多彩な能力を生涯にわたり発揮できる環境づくり 

■地域の自然や文化・知恵の伝承・体験を通じた、山形ならではの人づ

くり 

■独創性・創造性に富んだ新産業の創出 

■「食」を起点とした新たな産業群の創出 

■国内外に強く発信する山形ブランドの展開 

■広域経済圏の形成 

■山形ならではの自然と共生する文化に根ざした地域づくりの推進 

■環境共生・循環型社会の基盤づくり（ゴミゼロの仕組みづくり、環境リ

サイクル産業の振興等） 

■自然や環境と親和する山形文化の発信・貢献 

■助け合いを基本とした地域の安全・安心システムの形成 

■子どもを産み育て易い環境づくり（少子化対策の充実・強化） 

■安心できる暮らしを支える健康福祉サービスの充実 

■大規模な災害等に強い安全・安心な県土づくりの推進 

■地域コミュニティの再生 

■市町村の機能強化 

■公民協働の推進 

■広域的な交流連携の促進  

 

 

○男女共同参画社会

の形成・実現 

 

 

○産業間の連携（特

に食産業群の創出）と

広域展開力の強化 

 

 
○環境と共生し、循環

を基調とする山形なら

ではの地域づくりの推

進 

 

 
○県民の安全・安心な

暮らしを支える震災対

策の推進 

【人材・人づくり】 

【産業経済】 

【環境】 

【暮らしの安全・安心】 

【地域・交流】 

重点分野設定の考え方 平成 18 年度最重点項目




